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防衛三文書改定に寄せて 

瀧口直輝    
 

I．序論 

 国家安全保障戦略等の防衛三文書改定に向けた作業が政府・与党において精力

的に行われ、12 月 16 日その閣議決定が行われた。 

 本稿執筆時においてロシアによるウクライナ侵攻、中国の軍事動向、北朝鮮に

よる断続的なミサイル発射は、国民の安全保障を巡るメンタリティーにも大きな

影響を及ぼしている。無用に危機感を煽ることをよしとしないが、現下の状況を

鑑みれば、日本を取り巻く安全保障環境は悪化の一途を辿っていると捉えるのは

妥当である。そのような安全保障環境の中においても日本の安全保障政策は専守

防衛を旨とし、武力攻撃を受けた場合も均衡性以上の必要最小限度という制約を

受ける。本稿は必要最小限度について述べ、その在り方を巡る議論について考察

し、論じるものである。 

 

II．自由民主党による提言において 

 本年 4 月、自由民主党は「新たな国家安全保障戦略等の策定に向けた提言1」を

政府に提出し、これに対し岸田文雄総理は「しっかり提言を受け止めて議論を進
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める」との考えを示した。この提言は、防衛三文書を米国の戦略的文書の体系と

整合的であるものとすること、防衛計画の大綱に代わる国家防衛戦略は、「脅威

対抗型の防衛戦略」とすること、防衛関係費の在り方、戦い方の変化、自由で開

かれたインド太平洋（FOIP）の推進や同盟国、同志国との連携強化等を含む。と

りわけ弾道ミサイル攻撃を含む日本への武力攻撃に対し、「反撃能力

（counterstrike capabilities）」を保有することが謳われ、国内外から重大な関心を

集めた。 

 この提言では「専守防衛」が章立てされており、その説明が端的になされてい

る。提言が取りまとめられた頃の報道によれば、自由民主党内での議論の過程で

専守防衛の在り方、必要最小限度では現下の脅威へ対処することは難しい等とい

う懸念が示された2。しかし、同提言では専守防衛の中核である必要最小限度につ

いて「ここで言う必要最小限度の自衛力の具体的な限度は、その時々の国際情勢

や科学技術等の諸条件を考慮し、決せられるものである」と留めている。この表

現によって、必要最小限度の自衛力の具体的な限度は、その時々の国際情勢や科

学技術等の進展によって、可変的、伸縮性があると解することが出来る。なお、

この必要最小限度に係る記述は、特に直近 2 年程度の政府による説明と同様である。

これについては後述する。 

III．必要最小限度とは 

 保守合同の前年 1954 年 12 月、当時の政府は憲法 9 条解釈について統一見解を

示している。それは「（抜粋）自衛隊のような自衛のための任務を有し、かつそ

の目的のため必要相当な範囲の実力部隊を設けることは、何ら憲法に違反するも

のではない3」とするもので、これにより自衛のために必要最小限度を超えるもの

は戦力と整理されることとなった。 

 

 防衛省防衛研究所の千々和泰明主任研究官は以下のようにその背景を説明する。

（筆者要約） 

１．自衛隊の前身である保安隊や警備隊は「近代戦遂行能力」を持たないた

め、憲法が禁じる戦力に該当せず、違憲でないとされてきた。 

２．その後、近代戦遂行能力の有無にかかわらず、実力組織が「自衛のため

に必要最小限のものかどうか」という判断基準以下であれば合憲とする解釈

に置き換わった4。 

 

 次に必要最小限度を巡る最近の政府見解を紹介する。『憲法第九条の下で保持

することが許容される「自衛のための必要最小限度の実力」の具体的な限度につ

いては、本来、そのときどきの国際情勢や科学技術等の諸条件によって左右され

る相対的な面を有するもの（後略）5』と、その具体的な限度は一概に説明される

ものではないが、「性能上専ら相手国国土の壊滅的な破壊のためにのみ用いられ

る、いわゆる攻撃的兵器」として大陸間弾道ミサイル、長距離戦略爆撃機、攻撃
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型空母の保有は必要最小限度の範囲を超えるため、許されないと整理されている。

また、同様に相手を殲滅する等ということはもとより含まれない。なお、この

「国際情勢や科学技術等の諸条件」という表現が出てきたのは、筆者が調べる限

り 2020 年 7 月 8 日衆議院安全保障委員会での近藤正春内閣法制局長官答弁からで

あり6、比較的新しい。必要最小限度について、歴代内閣によって縷々答弁がなさ

れているが、それ以前のスタンダートなものは概ね「必要最小限度の実力行使の

具体的限度は、当該武力攻撃の規模、態様等に応ずるものであり、一概に述べる

ことは困難である」というものであった。 

 

IV. 『必要最小限度』は維持 

 岸田総理は専守防衛を堅持する姿勢をこれまで示しており7、上記の自由民主党

提言を取りまとめた小野寺五典安全保障調査会長も「『必要最小限度』を変える

なら、憲法解釈や過去の国会答弁もみな変えねばならない。安保法制整備と同じ

か、それ以上の時間がかかる作業をまたやらねばならない。安保環境が厳しい中、

できることからやろうと考えて『必要最小限度』は残した8」と討論番組で述べて

いる通り、これ自体が議論の対象となったことを明らかにし、かつこれまでの憲

法解釈の整合性を踏まえた判断として、必要最小限度を維持した考えを示してい

る。 

 今回の防衛三文書の改定において、「反撃能力」をめぐって、政府・与党内は

それを「必要最小限度の自衛の措置」として明示した上で、自衛権発動の三要件

に該当する場合のみ、それを行使可能とした9。公明党は「反撃能力」にこれまで

慎重であったが、その容認に転じる一方、敵の第一撃前の反撃は慎むべきとの考

えであり、先制攻撃は行わないとする。また同盟国等へのミサイル攻撃に対して

も「反撃能力」を行使し得る。 

 また、本年 5 月、衆議院憲法審査会において、国民民主党の玉木雄一郎代表は自

由民主党に対して必要最小限度の概念について見解を質しており、同党の新藤義

孝憲法審査会筆頭幹事より、１．これまで量的概念として整理してきた、２．そ

の大前提は、相対的な安全保障、日本への脅威の内容によって変わってくる、3．

量的かつ相対的、総合的な判断が必要である旨述べている10。必要最小限度につい

て、自由民主党としてもこれを量的、相対的、かつ総合的なものとする考えを表

したものである。 

V. 結論 

 新しい防衛三文書は一つの「転換点」となるが、引き続き安全保障政策は憲法

によって制約を受ける。「反撃能力」について焦点が集まり勝ちであるが、その

法的可能性については 1956 年時点で既に整理されている。この度、政策としてそ

の能力をアセット含めて保有するという転換を図った。それは日本の政策手段を

広げるものであるが、自由民主党政務調査会元審議役の田村重信氏は今回の防衛
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三文書の改定を経ても「（安全保障政策の）基本は変わらない」と述べている11。

必要最小限度の概念が国際情勢や科学技術の進展によって変化し得ると明確にし

たことで、自衛隊の持ちうるアセットが変わり得る。そのようになれば、日米同

盟の在り方を含めた安全保障政策全体に影響が及ぶ。筆者はむしろそこに本質的

な意義を見出す。政府はあらゆる機会において「防衛力の抜本的強化に取り組む

決意」を表明しており、既に防衛関係費については GDP 比 2％以上とするコミッ

トメントに言及した上で、5 年以内に防衛力を抜本的に強化する考えである。その

財源を巡り自由民主党内で大きな議論となった。 

 今回の防衛三文書の改定において防衛予算や「反撃能力」、防衛装備品の在り

方について進展が期待される一方で、必要最小限度は残されその核心的な変更は

避けられた。他方、上記述べたように必要最小限度の相対化が図られ、その概念

は広がりを見せる。長島昭久衆議院議員は、必要最小限度が伸縮自在となること

による憲法規範の空洞化を危惧し、現実的な対応のために改憲の必要性を訴える12。

必要最小限度を巡る議論、その本質は憲法の規範力に係る問題なのである。 

 本稿は、コンラート・アデナウアー財団の公式的な立場や考えを示したもので

はなく、あくまで筆者自身の個人の見解を表したものである。 
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